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序　　　　文序　　　　文

　ジョルダン・ハシェミット王国（以下、ジョルダンと略す）は経済の安定的発展をめざし、第　ジョルダン・ハシェミット王国（以下、ジョルダンと略す）は経済の安定的発展をめざし、第

３次国家社会経済開発５か年計画（平成５～９年）に基づいて、工業分野の国際競争力強化と雇３次国家社会経済開発５か年計画（平成５～９年）に基づいて、工業分野の国際競争力強化と雇

用拡大を進めてきたが、これに必要な人材を育成するため、首都アンマンに新たな職業訓練施設用拡大を進めてきたが、これに必要な人材を育成するため、首都アンマンに新たな職業訓練施設

を設置する計画を立て、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。を設置する計画を立て、我が国にプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　これを受けて国際協力事業団は、事前、長期両調査を重ねたうえで平成９年４月に実施協議調　これを受けて国際協力事業団は、事前、長期両調査を重ねたうえで平成９年４月に実施協議調

査団を派遣して討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、平成９年査団を派遣して討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、平成９年1010月から５年間にわたる月から５年間にわたる

「ジョルダン職業訓練技術学院プロジェクト」の技術協力を実施している。「ジョルダン職業訓練技術学院プロジェクト」の技術協力を実施している。

　今般、協力の２年目にあたってプロジェクトの問題点と課題を整理するとともに、プロジェク　今般、協力の２年目にあたってプロジェクトの問題点と課題を整理するとともに、プロジェク

ト目標達成のための活動計画を調整するため、平成ト目標達成のための活動計画を調整するため、平成1111年１月年１月2323日～２月２日まで、国際協力事業日～２月２日まで、国際協力事業

団社会開発協力部参事　長島俊一氏を団長とする運営指導調査団を現地に派遣した。同調査団に団社会開発協力部参事　長島俊一氏を団長とする運営指導調査団を現地に派遣した。同調査団に

よればプロジェクトは、カウンターパート（Ｃ／Ｐ）配置の遅れはあったものの、順調に進展しよればプロジェクトは、カウンターパート（Ｃ／Ｐ）配置の遅れはあったものの、順調に進展し

ており、短期向上訓練３コースも平成ており、短期向上訓練３コースも平成1111年３～８月までに順次開始すること、また養成訓練コー年３～８月までに順次開始すること、また養成訓練コー

スは予定どおり平成スは予定どおり平成1111年９月から開始することとしている。年９月から開始することとしている。

　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト展開にあ　本報告書は、同調査団の調査・協議結果を取りまとめたもので、今後のプロジェクト展開にあ

たって広く活用されることを願うものである。ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力いただいたって広く活用されることを願うものである。ここに、調査団の各位をはじめ、ご協力いただい

た外務省、労働省、在ジョルダン日本大使館など内外関係各機関の方々に深く謝意を表するととた外務省、労働省、在ジョルダン日本大使館など内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとと

もに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。もに、引き続き一層のご支援をお願いする次第である。

平成平成1111年３月年３月

国際協力事業団国際協力事業団

社会開発協力部社会開発協力部

部長部長　加藤　圭一　加藤　圭一
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１．運営指導調査団の派遣１．運営指導調査団の派遣

１－１１－１    調査団派遣の経緯と目的調査団派遣の経緯と目的

    ジョルダンは国際通貨基金（ＩＭＦ）との合意による中期経済構造調整計画で国家経済の立てジョルダンは国際通貨基金（ＩＭＦ）との合意による中期経済構造調整計画で国家経済の立て

直しを急ぎ、構造調整を補完する第３次国家社会経済開発５か年計画（直しを急ぎ、構造調整を補完する第３次国家社会経済開発５か年計画（19931993～～19971997年）では、経年）では、経

済の安定的発展のための投資の促進及び工業団地の建設など工業振興政策を推進してきた。その済の安定的発展のための投資の促進及び工業団地の建設など工業振興政策を推進してきた。その

一環として、国際競争に耐え、労働市場のニーズに十分対応し得る人材の育成及び雇用の拡大の一環として、国際競争に耐え、労働市場のニーズに十分対応し得る人材の育成及び雇用の拡大の

ための職業訓練の充実が、主要目標の１つに位置づけられている。この目標を達成するため、職ための職業訓練の充実が、主要目標の１つに位置づけられている。この目標を達成するため、職

業訓練施設の新設、養成訓練の充実、新規訓練コースの設定などが計画された。業訓練施設の新設、養成訓練の充実、新規訓練コースの設定などが計画された。

    こうした背景のなか、今後技能者ニーズが高くなると予想される製造業、とりわけ金属・機械こうした背景のなか、今後技能者ニーズが高くなると予想される製造業、とりわけ金属・機械

加工分野の人材育成を図るため、ジョルダン政府は労働省傘下の職業訓練公社（ＶＴＣ）の１機加工分野の人材育成を図るため、ジョルダン政府は労働省傘下の職業訓練公社（ＶＴＣ）の１機

関として、首都アンマンに新たな職業訓練施設を設置することを計画し、関として、首都アンマンに新たな職業訓練施設を設置することを計画し、19931993年７月、我が国に年７月、我が国に

プロジェクト方式技術協力を要請してきた。プロジェクト方式技術協力を要請してきた。

    これを受けてＪＩＣＡはこれを受けてＪＩＣＡは19951995年６月に事前調査、年６月に事前調査、1111月に長期調査を行い、同国における人材育月に長期調査を行い、同国における人材育

成のニーズ、協力の妥当性等を確認したうえで、成のニーズ、協力の妥当性等を確認したうえで、19971997年４月に実施協議調査団を派遣してＲ／Ｄ年４月に実施協議調査団を派遣してＲ／Ｄ

の署名を取り交わし、の署名を取り交わし、19971997年年1010月１日から５年間の計画で、機械加工、溶接、塑性加工の３学科月１日から５年間の計画で、機械加工、溶接、塑性加工の３学科

において技術協力が開始された。において技術協力が開始された。

　　プロジェクト開始から２年目にあたって、協力３学科についてはプロジェクト開始から２年目にあたって、協力３学科については19991999年３月以降、順次訓練年３月以降、順次訓練

コースが開始される運びとなっている。そこで、当初の活動計画に基づいたプロジェクト活動のコースが開始される運びとなっている。そこで、当初の活動計画に基づいたプロジェクト活動の

進捗状況を確認するとともに、問題点と課題を整理し、プロジェクト目標達成に向けた今後の活進捗状況を確認するとともに、問題点と課題を整理し、プロジェクト目標達成に向けた今後の活

動計画の調整を図ることを目的として、運営指導調査団が派遣されることになった動計画の調整を図ることを目的として、運営指導調査団が派遣されることになった｡｡

１－２１－２    調査団の構成調査団の構成

団長・総括団長・総括 長島長島    俊一俊一 ＪＩＣＡ社会開発協力部参事ＪＩＣＡ社会開発協力部参事

訓練計画訓練計画 木山木山    正博正博 労働省職業能力開発局海外協力課海外訓練協力官労働省職業能力開発局海外協力課海外訓練協力官

協力企画協力企画 田中田中    優子優子 ＪＩＣＡ社会開発協力部社会開発協力第二課職員ＪＩＣＡ社会開発協力部社会開発協力第二課職員
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１－３１－３    調査日程調査日程

日順日順

１１

２２

３３

４４

５５

６６

７７

８８

９９

1010

1111

月日（曜）月日（曜）

１／１／2323（土）（土）

１／１／2424（日）（日）

１／１／2525（月）（月）

１／１／2626（火）（火）

１／１／2727（水）（水）

１／１／2828（木）（木）

１／１／2929（金）（金）

１／１／3030（土）（土）

１／１／3131（日）（日）

２／１（月）２／１（月）

２／２（火）２／２（火）

移動及び業務移動及び業務

成田発成田発

パリ着パリ着

パリ発パリ発

アンマン着アンマン着

ＪＩＣＡジョルダン事務所打合せＪＩＣＡジョルダン事務所打合せ

計画省表敬計画省表敬

プロジェクト専門家との打合せプロジェクト専門家との打合せ

労働省表敬労働省表敬

協議協議

サハーブ職業訓練センター、サハーブ工業団地内企業視察サハーブ職業訓練センター、サハーブ工業団地内企業視察

職業訓練技術学院（ＳＴＩ）機材供与式職業訓練技術学院（ＳＴＩ）機材供与式

協議協議

合同委員会合同委員会

資料整理、団内打合せ資料整理、団内打合せ

　　　　〃　　　　〃

ミニッツ署名・交換ミニッツ署名・交換

ＪＩＣＡジョルダン事務所報告ＪＩＣＡジョルダン事務所報告

在ジョルダン日本大使館報告在ジョルダン日本大使館報告

アンマン発アンマン発

パリ着パリ着

パリ発パリ発

成田着成田着

宿泊地宿泊地

機内泊機内泊

アンマンアンマン

〃〃

〃〃

〃〃

〃〃

〃〃

〃〃

〃〃

機内泊機内泊
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１－４１－４    主要面談者主要面談者

((１１)) 労働省（労働省（Ministry of LaborMinistry of Labor））

Dr. M.Mahdi El-FarhanDr. M.Mahdi El-Farhan 大臣大臣

((２２)) 計画省計画省

Salem O.GhawiSalem O.Ghawi 国際協力課担当次官補国際協力課担当次官補

Nael T.Al-HajajNael T.Al-Hajaj 二国間協力局局長補二国間協力局局長補

((３３)) ＶＴＣＶＴＣ

Ali NasrallahAli Nasrallah 総裁総裁

Hisham RawashdehHisham Rawashdeh 副総裁（学院担当）副総裁（学院担当）

Mohamed Jamal Japrel JuneydMohamed Jamal Japrel Juneyd 副総裁（総務担当）副総裁（総務担当）

Abdel-Rahim JaberAbdel-Rahim Jaber 副総裁（技術担当）副総裁（技術担当）

Farouk Al-NimerFarouk Al-Nimer 副総裁（訓練担当）副総裁（訓練担当）

Ismael HindawiIsmael Hindawi 技術顧問技術顧問

Salman Al QarutiSalman Al Qaruti 広報担当広報担当

Yousef Abu SabhaYousef Abu Sabha 供給課長供給課長

Jamil HijjawiJamil Hijjawi ＳＴＩ学院長ＳＴＩ学院長

Ibrahim AtiaIbrahim Atia ＳＴＩ訓練課長ＳＴＩ訓練課長

Mohamad Ali QasemMohamad Ali Qasem ＳＴＩ溶接科長ＳＴＩ溶接科長

Mohamad ToukatlyMohamad Toukatly ＳＴＩ機械科長ＳＴＩ機械科長

Salim ShoumallySalim Shoumally 技術担当技術担当

((４４)) 在ジョルダン日本大使館在ジョルダン日本大使館

松本松本    紘一紘一 大使大使

蔵又蔵又    徹徹 次席次席

近藤近藤    勝則勝則 書記官書記官

((５５)) ＪＩＣＡジョルダン事務所ＪＩＣＡジョルダン事務所

矢部矢部    義夫義夫 所長所長

蔵方蔵方    宏宏 次長次長

岩井岩井    雅明雅明 所員所員

HHaniani 所員所員
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１－５１－５    調査活動の概要調査活動の概要

    調査活動の実施にあたっては、ＶＴＣの主要メンバーが協議に常時参加したほか、労働大臣表調査活動の実施にあたっては、ＶＴＣの主要メンバーが協議に常時参加したほか、労働大臣表

敬や計画省表敬でも、調査団を迎えるジョルダン側の誠意と熱意のある対応がみられた。敬や計画省表敬でも、調査団を迎えるジョルダン側の誠意と熱意のある対応がみられた。

    調査活動の中心は、協力期間開始以降の活動実績の把握と今後の活動計画についてであり、プ調査活動の中心は、協力期間開始以降の活動実績の把握と今後の活動計画についてであり、プ

ロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の内容に基づいて協議を進めたことにより、本ロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の内容に基づいて協議を進めたことにより、本

プロジェクトの協力と双方の果たすべき役割についての理解がより深まったと考えられる。プロジェクトの協力と双方の果たすべき役割についての理解がより深まったと考えられる。

    協議以外の特記事項は以下のとおりである。協議以外の特記事項は以下のとおりである。

((１１)) 労働省表敬訪問労働省表敬訪問

    ＶＴＣの所管官庁である労働省において、大臣表敬を行った。席上、大臣からは、第ＶＴＣの所管官庁である労働省において、大臣表敬を行った。席上、大臣からは、第

４次国家社会経済開発計画５か年計画（４次国家社会経済開発計画５か年計画（19981998～～20032003年）においても引き続き重点項目と年）においても引き続き重点項目と

なっている職業訓練分野に対する日本の技術協力に謝意が表されるとともに、活動の成なっている職業訓練分野に対する日本の技術協力に謝意が表されるとともに、活動の成

果をプロジェクト内にとどめるのではなく、広く周辺国にも裨益されるような地域の中果をプロジェクト内にとどめるのではなく、広く周辺国にも裨益されるような地域の中

核的なセンターに発展させていきたいという希望が述べられた。核的なセンターに発展させていきたいという希望が述べられた。

((２２)) 計画省表敬訪問計画省表敬訪問

    国際協力の窓口となっている計画省次官補及び二国間協力局局長補を表敬したところ、国際協力の窓口となっている計画省次官補及び二国間協力局局長補を表敬したところ、

ジョルダン側からは、本プロジェクトに対する評価が述べられるとともに、ＳＴＩの日ジョルダン側からは、本プロジェクトに対する評価が述べられるとともに、ＳＴＩの日

本人専門家の技術協力を高く評価している旨の発言があった。本人専門家の技術協力を高く評価している旨の発言があった。

((３）企業・他訓練校の視察３）企業・他訓練校の視察

    本プロジェクトはアンマン郊外のサハーブ工業団地内にあるが、今回同団地内の企業本プロジェクトはアンマン郊外のサハーブ工業団地内にあるが、今回同団地内の企業

及び訓練校を訪問した。及び訓練校を訪問した。

    企業訪問は、ジョルダンの総合家電メーカーの視察を行った。ジョルダン国内では比企業訪問は、ジョルダンの総合家電メーカーの視察を行った。ジョルダン国内では比

較的大規模な工場であり、一部の生産ラインは効率的に機械化されていた。同企業は較的大規模な工場であり、一部の生産ラインは効率的に機械化されていた。同企業は

ＶＴＣ職業訓練センターの研修生・卒業生を受け入れており、また、以前に比べ外国人ＶＴＣ職業訓練センターの研修生・卒業生を受け入れており、また、以前に比べ外国人

労働者よりジョルダン人の占める割合が増加していることから、企業で求められる技術労働者よりジョルダン人の占める割合が増加していることから、企業で求められる技術

能力を職業訓練センターの訓練内容に、より一層反映させてほしいとの希望が表明され能力を職業訓練センターの訓練内容に、より一層反映させてほしいとの希望が表明され

た。た。

    また、同企業で製造される製品のうち、輸出向けのものが増加しており、現在では約また、同企業で製造される製品のうち、輸出向けのものが増加しており、現在では約

3535％を占めている。このことは、国際競争力をつけ、輸出を拡大したいという国の開発％を占めている。このことは、国際競争力をつけ、輸出を拡大したいという国の開発

計画にも合致しているといえ、より一層の競争力とレベルアップが求められていると考計画にも合致しているといえ、より一層の競争力とレベルアップが求められていると考

えられる。えられる。

    同工業団地内にはＳＴＩのほかにＶＴＣ傘下のサハーブ職業訓練センターがあり、同同工業団地内にはＳＴＩのほかにＶＴＣ傘下のサハーブ職業訓練センターがあり、同
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センターを訪問した。ＳＴＩと共通である機械、溶接のほか、電気、食品、木工といっセンターを訪問した。ＳＴＩと共通である機械、溶接のほか、電気、食品、木工といっ

た分野も扱っており、規模としてはかなり大きい方である。就職に関しては、企業研修た分野も扱っており、規模としてはかなり大きい方である。就職に関しては、企業研修

を通じて就職に結びつけているケースが圧倒的に多く、就業率も中途退学者を除けばを通じて就職に結びつけているケースが圧倒的に多く、就業率も中途退学者を除けば9090

％以上とのことであった。％以上とのことであった。

    ＳＴＩとの関係では、現在のＳＴＩのＣ／Ｐの数名が同センターインストラクター出ＳＴＩとの関係では、現在のＳＴＩのＣ／Ｐの数名が同センターインストラクター出

身であることもあり、様々な協力を行っている。例えばプロジェクト供与機材据え付け身であることもあり、様々な協力を行っている。例えばプロジェクト供与機材据え付け

時には同センターのスタッフがＯＪＴの一環として作業に携わったり、今回、プロジェ時には同センターのスタッフがＯＪＴの一環として作業に携わったり、今回、プロジェ

クトで行われた機材供与式では、同センターの食品分野の訓練生の実習を兼ねたケータクトで行われた機材供与式では、同センターの食品分野の訓練生の実習を兼ねたケータ

リングサービスも行われた。リングサービスも行われた。

    現在、同センターではＣＮＣなどの高度な技術には対応できておらず、必要に応じて現在、同センターではＣＮＣなどの高度な技術には対応できておらず、必要に応じて

海外から技術者を招いているが、今後ＳＴＩでそのような技術を取り扱うようになれば、海外から技術者を招いているが、今後ＳＴＩでそのような技術を取り扱うようになれば、

より協力関係を強化しつつ相互の活動が行われるであろうとの期待が寄せられた。より協力関係を強化しつつ相互の活動が行われるであろうとの期待が寄せられた。

((４４)) 機材供与式機材供与式

    調査団の訪問中に、ジョルダン側労働大臣出席の下、平成９年度供与機材の供与式が調査団の訪問中に、ジョルダン側労働大臣出席の下、平成９年度供与機材の供与式が

実施された。これは平成９年度の供与機材がプロジェクトに到着し、据え付け作業が完実施された。これは平成９年度の供与機材がプロジェクトに到着し、据え付け作業が完

了したことを記念して催されたものであり、テレビで放映されるなど、プロジェクトの了したことを記念して催されたものであり、テレビで放映されるなど、プロジェクトの

広報にも大きく寄与した。広報にも大きく寄与した。

    なお、なお、19991999年９月の養成訓練開始時にはプロジェクト開所式が予定されている。年９月の養成訓練開始時にはプロジェクト開所式が予定されている。
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２．要約２．要約

　本調査団は当初のＰＤＭに基づいてプロジェクトの実施・運営の進捗状況を確認するととも　本調査団は当初のＰＤＭに基づいてプロジェクトの実施・運営の進捗状況を確認するととも

に、今後のプロジェクトの活動計画について協議を行い、その合意結果をミニッツ（付属資料に、今後のプロジェクトの活動計画について協議を行い、その合意結果をミニッツ（付属資料

１）に取りまとめて署名を取り交わした。これにより、本プロジェクトの協力内容と、日本・１）に取りまとめて署名を取り交わした。これにより、本プロジェクトの協力内容と、日本・

ジョルダン双方の果たすべき役割について、理解がより深まったと考えられる。ジョルダン双方の果たすべき役割について、理解がより深まったと考えられる。

　ジョルダン側との主な協議内容、確認・合意事項は以下のとおりである。　ジョルダン側との主な協議内容、確認・合意事項は以下のとおりである。

((１１)) プロジェクトの進捗状況プロジェクトの進捗状況

　２年目に入った本プロジェクトは、　２年目に入った本プロジェクトは、19981998年８月に完成した建物に移転し、年８月に完成した建物に移転し、19991999年３月年３月

から開始予定の短期向上訓練、から開始予定の短期向上訓練、19991999年９月から開始予定の養成訓練の実施に向けて準備年９月から開始予定の養成訓練の実施に向けて準備

を進めている。Ｃ／Ｐの配置に遅れがあったが相対的にみたプロジェクトの進捗状況はを進めている。Ｃ／Ｐの配置に遅れがあったが相対的にみたプロジェクトの進捗状況は

順調と考えられる。順調と考えられる。

１１)) ジョルダン側の投入ジョルダン側の投入

　建物、施設等については、ＳＴＩの建物が世銀の融資を受けて　建物、施設等については、ＳＴＩの建物が世銀の融資を受けて19981998年８月に完成年８月に完成

し、プロジェクト事務所は新施設に移転された。実習場の施工結果については、当初し、プロジェクト事務所は新施設に移転された。実習場の施工結果については、当初

懸念されていた床面基礎工事は不要であることが判明し、換気扇については建設業者懸念されていた床面基礎工事は不要であることが判明し、換気扇については建設業者

側の負担により改善工事を行うことになっている。今後も、建設、施設に係る問題に側の負担により改善工事を行うことになっている。今後も、建設、施設に係る問題に

関してはＶＴＣが対応することが再度確認された。関してはＶＴＣが対応することが再度確認された。

　予算措置についても必要な措置がとられている。今後訓練コース実施にあたり、訓　予算措置についても必要な措置がとられている。今後訓練コース実施にあたり、訓

練用資材が年々増加することが予測されるが、その予算措置をジョルダン側で行うこ練用資材が年々増加することが予測されるが、その予算措置をジョルダン側で行うこ

とが確認された。とが確認された。

　一方、Ｃ／Ｐの配置については、Ｒ／Ｄで合意した配置計画よりやや遅れており、　一方、Ｃ／Ｐの配置については、Ｒ／Ｄで合意した配置計画よりやや遅れており、

19981998年年1212月現在、８名のＣ／Ｐが配置されている。月現在、８名のＣ／Ｐが配置されている。19991999年９月から開始予定の養成訓年９月から開始予定の養成訓

練コースを効果的に実施するためにも、Ｒ／Ｄで合意した員数のＣ／Ｐを配置するよ練コースを効果的に実施するためにも、Ｒ／Ｄで合意した員数のＣ／Ｐを配置するよ

う申し入れた。養成訓練コースの開始時期と供与機材の投入を考慮してＣ／Ｐの配置う申し入れた。養成訓練コースの開始時期と供与機材の投入を考慮してＣ／Ｐの配置

計画を見直し、計画を見直し、19991999年２月に８名、８月に４名それぞれ追加配置されることが確認さ年２月に８名、８月に４名それぞれ追加配置されることが確認さ

れた。れた。

２２)) 日本側の投入日本側の投入

　専門家派遣に若干の遅れはあったが、予定した員数の６名の長期専門家が派遣され　専門家派遣に若干の遅れはあったが、予定した員数の６名の長期専門家が派遣され

た。た。

　研修員受入れは予定どおり平成９年度と平成　研修員受入れは予定どおり平成９年度と平成1010年度にそれぞれ４名、計８名が研修年度にそれぞれ４名、計８名が研修

を終えており、各分野の長として活躍している。を終えており、各分野の長として活躍している。

　機材供与では、平成９年度供与機材が到着し据え付けも完了した。平成　機材供与では、平成９年度供与機材が到着し据え付けも完了した。平成1010年度機材年度機材
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については、その進捗状況を報告した。ジョルダン側からはより手厚い供与をしてほについては、その進捗状況を報告した。ジョルダン側からはより手厚い供与をしてほ

しいと申し入れがあったが、日本側からは、予算の範囲内で可能な措置をとるとともしいと申し入れがあったが、日本側からは、予算の範囲内で可能な措置をとるととも

に、機材のみをそろえるのでなく、コース運営を確立するのが重要であることについに、機材のみをそろえるのでなく、コース運営を確立するのが重要であることについ

て、再度ジョルダン側に確認した。て、再度ジョルダン側に確認した。

((２２)) 活動の成果と課題活動の成果と課題

１１)) 実習場の整備実習場の整備

　初年度供与機材が搬入され、その据え付け及び配管、配線等の工事も行われた。一　初年度供与機材が搬入され、その据え付け及び配管、配線等の工事も行われた。一

方、平成方、平成1111年度機材について、設置計画、整備計画の策定が検討された。今後の機材年度機材について、設置計画、整備計画の策定が検討された。今後の機材

保守管理計画を策定する必要がある。保守管理計画を策定する必要がある。

２２)) 企業のニーズ調査企業のニーズ調査

　訓練コースの内容の確定にあたり、企業のニーズ調査を継続して実施する必要が確　訓練コースの内容の確定にあたり、企業のニーズ調査を継続して実施する必要が確

認された。認された。

３３)) シラバス、カリキュラムの開発シラバス、カリキュラムの開発

　訓練コース開始までに既存のシラバス、カリキュラムを改訂し、より詳細なものに　訓練コース開始までに既存のシラバス、カリキュラムを改訂し、より詳細なものに

する必要がある。する必要がある。

４４)) プロジェクトの広報プロジェクトの広報

　プロジェクトを企業、産業界に広く知らせるためにリーフレットを作成しているが、　プロジェクトを企業、産業界に広く知らせるためにリーフレットを作成しているが、

今後も広く広報活動を行う必要がある。今後も広く広報活動を行う必要がある。

((３３)) 今後の活動計画今後の活動計画

　プロジェクト終了までの全体計画及び平成　プロジェクト終了までの全体計画及び平成1111年度年間活動計画が確認された。主要な年度年間活動計画が確認された。主要な

事項は以下のとおりである。事項は以下のとおりである。

１１)) 訓練コースの実施訓練コースの実施

ａａ)) 養成訓練コースを予定どおり９月から開始する。養成訓練コースを予定どおり９月から開始する。

ｂｂ)) 短期向上訓練コース３コースを３～８月の期間に実施する。短期向上訓練コース３コースを３～８月の期間に実施する。

ｃｃ)) 訓練コースの実施に必要な教材の開発・作成をする。訓練コースの実施に必要な教材の開発・作成をする。

２２)) 機材供与計画機材供与計画

　平成　平成1111年度計画が現状のままでは予算額を大幅に超えるため、機材リストの優先順年度計画が現状のままでは予算額を大幅に超えるため、機材リストの優先順

位を確認した。位を確認した。
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((４４)) その他関連事項その他関連事項

１１)) 資格制度については、技術、技能資格基準法案が施行されるまではＶＴＣ総裁名で資格制度については、技術、技能資格基準法案が施行されるまではＶＴＣ総裁名で

技能資格を付与することを確認した。技能資格を付与することを確認した。

２２)) 労働大臣及びＶＴＣから、ＳＴＩにおける近隣アラブ諸国を対象とした第三国研修労働大臣及びＶＴＣから、ＳＴＩにおける近隣アラブ諸国を対象とした第三国研修

コースの実施の要望があった。コースの実施の要望があった。
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３．プロジェクトへの投入３．プロジェクトへの投入

３－１　ジョルダン側のインプット３－１　ジョルダン側のインプット

((１１)) 建物、施設建物、施設

    ＳＴＩの施設は、ＳＴＩの施設は、5050％を世銀が融資して、ジョルダン側により建設された。建物（建％を世銀が融資して、ジョルダン側により建設された。建物（建

設費約２億設費約２億2,0002,000万円）は、完工予定万円）は、完工予定19981998年年1111月のところ、８月には完成し、それに伴い月のところ、８月には完成し、それに伴い

プロジェクト事務所は建物内に移転した。プロジェクト事務所は建物内に移転した。

    懸念されていた床面補強工事も不要と判明し、また、換気扇の出力が不足しているこ懸念されていた床面補強工事も不要と判明し、また、換気扇の出力が不足しているこ

とについても、建設業者との契約保証により対応済みであるとのことであった。建物、とについても、建設業者との契約保証により対応済みであるとのことであった。建物、

施設に係る問題に関してはジョルダン側で対応することが再度確認された。施設に係る問題に関してはジョルダン側で対応することが再度確認された。

((２２)) 組織、予算組織、予算

    組織については、協力期間開始当初より特段変更はない。プロジェクトとＶＴＣ本部組織については、協力期間開始当初より特段変更はない。プロジェクトとＶＴＣ本部

との関係も良好で、情報交換、各種手続き等迅速に行われている。との関係も良好で、情報交換、各種手続き等迅速に行われている。

    また、関係各省、企業等により諮問委員会が設置されており、企業ニーズに基づく効また、関係各省、企業等により諮問委員会が設置されており、企業ニーズに基づく効

果的な訓練、企業実習の実施等についてアドバイスを行う予定になっている。果的な訓練、企業実習の実施等についてアドバイスを行う予定になっている。

    予算については、予算については、19981998年の実績及び年の実績及び19991999年度予算をミニッツの年度予算をミニッツのANNEX ANNEX Ⅱとして添付しⅡとして添付し

た。た。

    19981998年度実績は、８月にプロジェクト・サイト移転以降、ＳＴＩ独自の実績として年度実績は、８月にプロジェクト・サイト移転以降、ＳＴＩ独自の実績として

ＶＴＣ予算とは切り離して示されたが、実施協議において提示された計画をほぼ達成しＶＴＣ予算とは切り離して示されたが、実施協議において提示された計画をほぼ達成し

ており、実際の活動上も予算不足による支障はほとんど生じていない。ており、実際の活動上も予算不足による支障はほとんど生じていない。

    また、これとは別に、什器類や視聴覚機材については、世銀の融資を受けて購入されまた、これとは別に、什器類や視聴覚機材については、世銀の融資を受けて購入され

ている（ている（ANNEX ANNEX ⅢⅢ))。。

  1999  1999年度予算が実際に承認されるのは年度予算が実際に承認されるのは19991999年４月の予定であるが、当初計画より大幅年４月の予定であるが、当初計画より大幅

に増加しており、ジョルダン側の努力が表れている。また、ここに示された維持管理費に増加しており、ジョルダン側の努力が表れている。また、ここに示された維持管理費

とは別に、協力期間中ジョルダン側で経費負担が必要となる機材輸送や据え付けに係るとは別に、協力期間中ジョルダン側で経費負担が必要となる機材輸送や据え付けに係る

費用については、ＶＴＣ本部予算として確保される旨、ジョルダン側と確認を行った。費用については、ＶＴＣ本部予算として確保される旨、ジョルダン側と確認を行った。

また、今後訓練コースが開始されるにつれ、増大する資機材費についても、ジョルダンまた、今後訓練コースが開始されるにつれ、増大する資機材費についても、ジョルダン

側で予算措置をとることを確認した。側で予算措置をとることを確認した。

((３３)) Ｃ／Ｐ配置状況Ｃ／Ｐ配置状況

    Ｃ／Ｐ配置は、Ｒ／Ｄで確認した予定より遅れていることが懸念されていたが、再度Ｃ／Ｐ配置は、Ｒ／Ｄで確認した予定より遅れていることが懸念されていたが、再度

残りの配置計画についてジョルダン側と確認を行い、残りの配置計画についてジョルダン側と確認を行い、ANNEX ANNEX Ⅳとして双方合意した。今Ⅳとして双方合意した。今
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回の見直しは、今後の訓練開始計画や機材の供与時期等を考慮して作成したものであり、回の見直しは、今後の訓練開始計画や機材の供与時期等を考慮して作成したものであり、

より実際の進捗状況に合わせたものである。平成より実際の進捗状況に合わせたものである。平成1111年度中には年度中には2525名中名中2020名まで配置が予名まで配置が予

定されており、日本側からは、訓練開始の準備期間も考慮して配置するよう申し入れた。定されており、日本側からは、訓練開始の準備期間も考慮して配置するよう申し入れた。

    これまでに配置が遅れた影響としては、訓練の組み立てから管理運営に係る手法の移これまでに配置が遅れた影響としては、訓練の組み立てから管理運営に係る手法の移

転が当初予定より遅延している点があげられる。協力期間のうち、２年間を準備期間に転が当初予定より遅延している点があげられる。協力期間のうち、２年間を準備期間に

あてているが、その間企業ニーズ調査の実施やそれに基づくＳＴＩ用訓練カリキュラムあてているが、その間企業ニーズ調査の実施やそれに基づくＳＴＩ用訓練カリキュラム

の組立、その制度づくり等を予定していたところ、協力開始以降しばらくはＣ／Ｐ２名の組立、その制度づくり等を予定していたところ、協力開始以降しばらくはＣ／Ｐ２名

という状態が続いたために、実務を専門家中心に行わざるを得ない状況が続き、今後活という状態が続いたために、実務を専門家中心に行わざるを得ない状況が続き、今後活

動の中心となる各学科長への技術移転はこれからの課題となっている。動の中心となる各学科長への技術移転はこれからの課題となっている。

    この点について協議では、Ｃ／Ｐが準備活動の実施能力を身につけることの重要性をこの点について協議では、Ｃ／Ｐが準備活動の実施能力を身につけることの重要性を

再度ジョルダン側に強調したので、ジョルダン側の認識が深まったと考えられる。今後再度ジョルダン側に強調したので、ジョルダン側の認識が深まったと考えられる。今後

の計画はの計画はANNEX ANNEX Ⅹの全体計画及びⅩの全体計画及びⅩⅩⅠⅠの平成の平成1111年度計画に添付したが、それを基に、より年度計画に添付したが、それを基に、より

詳細な計画を作成することを依頼した。詳細な計画を作成することを依頼した。

３－２３－２    日本側のインプット日本側のインプット

((１１)) 専門家派遣専門家派遣

    現在長期専門家６名が派遣されており、訓練計画の策定や、協力各学科における技術現在長期専門家６名が派遣されており、訓練計画の策定や、協力各学科における技術

指導を行っている。指導を行っている。

  1999  1999年３月より訓練コースが順次立ち上がることから、一通りのコース開始以降は、年３月より訓練コースが順次立ち上がることから、一通りのコース開始以降は、

活動の進捗に合わせ、長期・短期専門家の組み合わせによる効果的な投入を検討してい活動の進捗に合わせ、長期・短期専門家の組み合わせによる効果的な投入を検討してい

くことが必要である。くことが必要である。

    特にジョルダン側からは、短期専門家の派遣により、幅広く参加者を集めてセミナー特にジョルダン側からは、短期専門家の派遣により、幅広く参加者を集めてセミナー

を開催したいとの意向が強く示された。プロジェクトの計画としては、訓練コースを軌を開催したいとの意向が強く示された。プロジェクトの計画としては、訓練コースを軌

道に乗せてから、セミナー運営の手法についてもＣ／Ｐに移転し、セミナーを開催した道に乗せてから、セミナー運営の手法についてもＣ／Ｐに移転し、セミナーを開催した

いとの計画があるが、当面プロジェクトの広報手段と位置づけて開催することも可能でいとの計画があるが、当面プロジェクトの広報手段と位置づけて開催することも可能で

あろう。あろう。

((２２)) Ｃ／Ｐ研修受入れＣ／Ｐ研修受入れ

    協力開始以降、毎年４名ずつ、計８名をＣ／Ｐ研修員として日本研修に受け入れてい協力開始以降、毎年４名ずつ、計８名をＣ／Ｐ研修員として日本研修に受け入れてい

る。る。それ以前にも個別専門家のＣ／Ｐ研修としてＶＴＣ総裁、副総裁等を受それ以前にも個別専門家のＣ／Ｐ研修としてＶＴＣ総裁、副総裁等を受けけ入れてお入れてお

り、り、ＶＴＣ上層部及びＳＴＩのＣ／Ｐのなかでも中心的役割を担うスタッフの間で日本ＶＴＣ上層部及びＳＴＩのＣ／Ｐのなかでも中心的役割を担うスタッフの間で日本

の協力方式に対する理解は深まっている。の協力方式に対する理解は深まっている。

　平成　平成1111年度以降は実務を担う指導員レベルでの受入れが予定されており、研修の成果年度以降は実務を担う指導員レベルでの受入れが予定されており、研修の成果
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が直接養成訓練の指導に反映されることが期待される。が直接養成訓練の指導に反映されることが期待される。

((３３)) 供与機材供与機材

    供与機材については、長期調査時に５年間の必要機材を確認し、ジョルダン側と合意供与機材については、長期調査時に５年間の必要機材を確認し、ジョルダン側と合意

を得ている。を得ている。

    現在初年度分の機材がプロジェクト・サイトに到着、設置が完了したところであり、現在初年度分の機材がプロジェクト・サイトに到着、設置が完了したところであり、

これは全体機材の約これは全体機材の約3030％にあたる。現在平成％にあたる。現在平成1010年度分の機材の調達が行われており、年度分の機材の調達が行われており、19991999

年９月の養成訓練開始時期前後には約年９月の養成訓練開始時期前後には約7070％の機材がそろうことになる。％の機材がそろうことになる。

    供与機材に関する懸案事項として、当初計画額を上回る可能性があり、調整が必要と供与機材に関する懸案事項として、当初計画額を上回る可能性があり、調整が必要と

なっていたが、調査団より日本側の予算の範囲内で、機材の優先度に従って供与されるなっていたが、調査団より日本側の予算の範囲内で、機材の優先度に従って供与される

予定であることをジョルダン側に説明した。これに対してジョルダン側からは、予定であることをジョルダン側に説明した。これに対してジョルダン側からは、19991999年年

から訓練コースが開始されるという事情も考慮して、特に平成から訓練コースが開始されるという事情も考慮して、特に平成1111年度の供与機材は日本年度の供与機材は日本

側の手厚い協力を希望するとの意見が述べられた。平成側の手厚い協力を希望するとの意見が述べられた。平成1111年度機材は養成訓練２年目に年度機材は養成訓練２年目に

使用されるものが中心であり、この段階までに一通りの機材がそろうことが望ましいこ使用されるものが中心であり、この段階までに一通りの機材がそろうことが望ましいこ

とから、今後３年間でどのような配分とするのか、再度ジョルダン側Ｃ／Ｐと日本人専とから、今後３年間でどのような配分とするのか、再度ジョルダン側Ｃ／Ｐと日本人専

門家で詳細検討のうえ、実行計画２次案として提出するよう依頼した。また、検討にあ門家で詳細検討のうえ、実行計画２次案として提出するよう依頼した。また、検討にあ

たっては、これまでの企業ニーズや技術レベルの調査結果を考慮して、プロジェクト協たっては、これまでの企業ニーズや技術レベルの調査結果を考慮して、プロジェクト協

力期間内で、ある程度成果として達成できるものに絞り込んでいくことを確認した。力期間内で、ある程度成果として達成できるものに絞り込んでいくことを確認した。
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４．実施計画の進捗状況と運営上の問題点４．実施計画の進捗状況と運営上の問題点

４－１４－１    プロジェクトの進捗状況プロジェクトの進捗状況

((１１)) 訓練環境訓練環境

    ＳＴＩのプロジェクト・サイトは教室棟、実習棟とも予定どおり完成している。実習ＳＴＩのプロジェクト・サイトは教室棟、実習棟とも予定どおり完成している。実習

場床面の強度不足や水平度について当初多少の心配があったものの、機材の据え付けや場床面の強度不足や水平度について当初多少の心配があったものの、機材の据え付けや

実技に支障が出るほど深刻な状況ではないことが分かり、初年度供与分の旋盤、熱処理実技に支障が出るほど深刻な状況ではないことが分かり、初年度供与分の旋盤、熱処理

装置、溶接機など大部分の機材の据え付けが完了している。装置、溶接機など大部分の機材の据え付けが完了している。

    プロジェクト・サイトが砂漠に隣接していることと、実習棟に換気扇が設置されていプロジェクト・サイトが砂漠に隣接していることと、実習棟に換気扇が設置されてい

るため、砂漠からの砂が入り込みやすい状態であるので、機材に対するチリ対策は課題るため、砂漠からの砂が入り込みやすい状態であるので、機材に対するチリ対策は課題

である。また、比較的安全な国であるためか、部外者の侵入に対して強固な造りとはなっである。また、比較的安全な国であるためか、部外者の侵入に対して強固な造りとはなっ

ていない。ていない。

((２２)) 訓練ニーズの把握訓練ニーズの把握

    企業ニーズ調査は訪問方式とアンケート配布方式により実施されており、今後も継続企業ニーズ調査は訪問方式とアンケート配布方式により実施されており、今後も継続

して実施される予定である。派遣専門家の訪問方式による企業ニーズ調査（して実施される予定である。派遣専門家の訪問方式による企業ニーズ調査（3939社／社／19991999

年１月末現在）の結果、訓練を実施するにあたっての基本方針として、ジョルダン工業年１月末現在）の結果、訓練を実施するにあたっての基本方針として、ジョルダン工業

界が求める質の高い技術者の養成には技能・技術の付与に加え新技術の吸収能力、品質界が求める質の高い技術者の養成には技能・技術の付与に加え新技術の吸収能力、品質

維持・向上、生産機械の保守管理、ものづくりの感覚（センス）の付与が必要との結論維持・向上、生産機械の保守管理、ものづくりの感覚（センス）の付与が必要との結論

に至っている。に至っている。

    アンケート配布方式による企業ニーズ調査（約アンケート配布方式による企業ニーズ調査（約400 400 社に配布）は向上訓練に対する企社に配布）は向上訓練に対する企

業の期待度把握を主要目的として実施されたものであるが、アンケート回収期間中のた業の期待度把握を主要目的として実施されたものであるが、アンケート回収期間中のた

め調査団派遣時には集計されて何らかのニーズ動向を把握するところまでは達しておらめ調査団派遣時には集計されて何らかのニーズ動向を把握するところまでは達しておら

ず、これからの回収、分析を期待したい。なお、このアンケート配布は、アンケートのず、これからの回収、分析を期待したい。なお、このアンケート配布は、アンケートの

中に今後実施される具体的な一連の向上訓練コースについても提示していることから、中に今後実施される具体的な一連の向上訓練コースについても提示していることから、

ニーズ把握の側面をもつとともに、向上訓練受講者募集に向けたプロジェクトのＰＲ活ニーズ把握の側面をもつとともに、向上訓練受講者募集に向けたプロジェクトのＰＲ活

動の一環を担うという側面ももっている。動の一環を担うという側面ももっている。

((３３)) 技術移転技術移転

　　Ｃ／Ｐに対する技術移転は、Ｃ／Ｐ各々の職位・職域に応じて訓練施設運営管理、広Ｃ／Ｐに対する技術移転は、Ｃ／Ｐ各々の職位・職域に応じて訓練施設運営管理、広

報、カリキュラム開発、教材開発、機材操作等について順次行われている。特に技術分報、カリキュラム開発、教材開発、機材操作等について順次行われている。特に技術分

野のＣ／Ｐについては供与機材がサイトに設置されたことで更に技術移転が進む状況に野のＣ／Ｐについては供与機材がサイトに設置されたことで更に技術移転が進む状況に

ある。また、調査時までに採用になっているＣ／Ｐ全員がジョルダン国内での技術移転ある。また、調査時までに採用になっているＣ／Ｐ全員がジョルダン国内での技術移転
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の補完のため職業訓練管理セミナー、機械、溶接、塑性加工など職位・職域に対応したの補完のため職業訓練管理セミナー、機械、溶接、塑性加工など職位・職域に対応した

日本での研修コースを受講し、日本の協力に対して一定の理解をもっているので、スムー日本での研修コースを受講し、日本の協力に対して一定の理解をもっているので、スムー

ズに技術移転を行える土壌がある。ズに技術移転を行える土壌がある。

((４４)) カリキュラム、教材カリキュラム、教材

    向上訓練、養成訓練のそれぞれについて、コース名、内容、実施時期、主要使用機材向上訓練、養成訓練のそれぞれについて、コース名、内容、実施時期、主要使用機材

についての訓練内容計画が策定されている。この訓練内容計画に沿って詳細を更に詰めについての訓練内容計画が策定されている。この訓練内容計画に沿って詳細を更に詰め

ることにより、外部の者にも訓練内容が容易に理解できる計画書となり、内部資料としることにより、外部の者にも訓練内容が容易に理解できる計画書となり、内部資料とし

てだけでなくプロジェクトの活動を外部に示す場合にも活用できる。てだけでなくプロジェクトの活動を外部に示す場合にも活用できる。

    教材については、独自教材作成のほか、ＶＴＣ現有教材の英語翻訳作業が行われてい教材については、独自教材作成のほか、ＶＴＣ現有教材の英語翻訳作業が行われてい

る。訓練計画書、教材を問わず英語とアラビア語を併記することで、アラビア語を母国る。訓練計画書、教材を問わず英語とアラビア語を併記することで、アラビア語を母国

語としない者にも理解、改定が容易にできる環境が生まれ、プロジェクト成果物の活用語としない者にも理解、改定が容易にできる環境が生まれ、プロジェクト成果物の活用

度が増すこととなる。度が増すこととなる。

４－２４－２    訓練コース開設準備状況訓練コース開設準備状況

((１１)) 訓練計画訓練計画

    「訓練計画」は、訓練ニーズの把握、向上訓練や養成訓練のアウトラインづくりから「訓練計画」は、訓練ニーズの把握、向上訓練や養成訓練のアウトラインづくりから

詳細な内容計画、訓練に至るまでのタイムスケジュール、訓練に必要なテキスト・指導詳細な内容計画、訓練に至るまでのタイムスケジュール、訓練に必要なテキスト・指導

案・資機材の準備の仕方、実施した訓練そのものを評価し訓練内容を再構築する手法等、案・資機材の準備の仕方、実施した訓練そのものを評価し訓練内容を再構築する手法等、

訓練の成否にかかわる多方面の事柄を含んでおり、訓練の成否にかかわる多方面の事柄を含んでおり、｢｢訓練計画」専門家は、Ｃ／Ｐにこれ訓練計画」専門家は、Ｃ／Ｐにこれ

らについての技術移転を行いつつある。らについての技術移転を行いつつある。

    ＳＴＩはＳＴＩは1212年卒生を対象とする２年間の養成訓練をめざすこととし、当面はＳＴＩの年卒生を対象とする２年間の養成訓練をめざすこととし、当面はＳＴＩの

２年訓練を修了する者に修了試験を実施して、これに合格した者にＶＴＣ総裁名でクラ２年訓練を修了する者に修了試験を実施して、これに合格した者にＶＴＣ総裁名でクラ

フツマン・ディプロマを授与することとしているので、ＳＴＩが実施する訓練とＶＴＣフツマン・ディプロマを授与することとしているので、ＳＴＩが実施する訓練とＶＴＣ

が従来実施してきたが従来実施してきた1010年卒生を対象とする３年間の養成訓練との違いを明確に示す必要年卒生を対象とする３年間の養成訓練との違いを明確に示す必要

がある。将来的には、法整備を行い公的な資格としたい意向もあるとのことで、訓練分がある。将来的には、法整備を行い公的な資格としたい意向もあるとのことで、訓練分

野以外の者にも訓練内容や質の違いが理解できる資料の整備も必要である。野以外の者にも訓練内容や質の違いが理解できる資料の整備も必要である。

    現在、プロジェクト期間内に供与される予定の現在、プロジェクト期間内に供与される予定の3030％の訓練機材が据え付けられ、訓練％の訓練機材が据え付けられ、訓練

が実施できる状態になりつつあるので、資機材の管理、訓練管理、安全管理など管理分が実施できる状態になりつつあるので、資機材の管理、訓練管理、安全管理など管理分

野の技術移転の必要性が増加していく。野の技術移転の必要性が増加していく。
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((２２)) 技術分野技術分野

    機械加工、溶接、塑性加工の３技術分野のＣ／Ｐとも全員日本で研修を受講しており、機械加工、溶接、塑性加工の３技術分野のＣ／Ｐとも全員日本で研修を受講しており、

供与機材も到着し、作業環境が整いつつあることもあって技術習得に対する意気込みが供与機材も到着し、作業環境が整いつつあることもあって技術習得に対する意気込みが

高い。訓練機材も据え付けられ、各専門家はこれまで以上に具体的な技術移転を実施す高い。訓練機材も据え付けられ、各専門家はこれまで以上に具体的な技術移転を実施す

ることが可能になっている。向上訓練コース、養成訓練コースの開講が間近に迫り、開ることが可能になっている。向上訓練コース、養成訓練コースの開講が間近に迫り、開

講に向かった準備が徐々に整いつつある。作業環境の改善や安全に対する技術移転も深講に向かった準備が徐々に整いつつある。作業環境の改善や安全に対する技術移転も深

みが増していくと考えられる。みが増していくと考えられる。
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５．今後の活動計画と課題５．今後の活動計画と課題

５－１５－１    プロジェクトの活動方針プロジェクトの活動方針

    ＳＴＩの建物の完成、プロジェクト事務所の移転、Ｃ／Ｐの配置、供与機材の据え付け工事のＳＴＩの建物の完成、プロジェクト事務所の移転、Ｃ／Ｐの配置、供与機材の据え付け工事の

完了、実習場の整備等プロジェクトの進捗状況は相対的に順調といえ、基本的には当初の計画ど完了、実習場の整備等プロジェクトの進捗状況は相対的に順調といえ、基本的には当初の計画ど

おりに推進することが適当と考えられる。またＶＴＣの関係者とプロジェクト日本人専門家の関おりに推進することが適当と考えられる。またＶＴＣの関係者とプロジェクト日本人専門家の関

係は良好であり、情報伝達、各種手続きの処理等も迅速に行われている。係は良好であり、情報伝達、各種手続きの処理等も迅速に行われている。

((１１)) 訓練コース実施に向けて訓練コース実施に向けて

  1999  1999年３月から８月の期間に機械加工、溶接、塑性加工の３分野につき短期向上訓練年３月から８月の期間に機械加工、溶接、塑性加工の３分野につき短期向上訓練

コースを順次実施すること、コースを順次実施すること、19991999年９月から同３分野の長期（年９月から同３分野の長期（2424か月）養成訓練コースか月）養成訓練コース

を実施することが確認され、次の準備が急がれている。を実施することが確認され、次の準備が急がれている。

１１)) シラバス、カリキュラムの改訂シラバス、カリキュラムの改訂

    ＶＴＣ様式によるシラバス、カリキュラムは完成したが、これは、ＶＴＣの訓練実ＶＴＣ様式によるシラバス、カリキュラムは完成したが、これは、ＶＴＣの訓練実

施の承諾を得るためのもので、今後より詳細なものに書き改め、その作成手法をＣ／Ｐ施の承諾を得るためのもので、今後より詳細なものに書き改め、その作成手法をＣ／Ｐ

に指導する。に指導する。

２２)) 訓練用教科書の作成訓練用教科書の作成

    訓練計画に従い教科書の作成が行われるが、Ｃ／Ｐの教科書作成能力を養成する。訓練計画に従い教科書の作成が行われるが、Ｃ／Ｐの教科書作成能力を養成する。

３３)) 訓練ニーズ調査訓練ニーズ調査

    訓練すべき技術レベルの把握のため継続して工場視察、企業に対するアンケート調訓練すべき技術レベルの把握のため継続して工場視察、企業に対するアンケート調

査、回答の分析を行う。査、回答の分析を行う。

４４)) 広報活動広報活動

    幅広い人材を集めるため広報活動（リーフレット、ビデオ等）を行う。幅広い人材を集めるため広報活動（リーフレット、ビデオ等）を行う。

((２２)) 機材供与計画機材供与計画

    平成平成1111年度計画については現状のままでは当初予算額を上回る見込みのため、残る協年度計画については現状のままでは当初予算額を上回る見込みのため、残る協

力期間の機材供与計画と併せて再度リストアップし、優先順位を確認する。力期間の機材供与計画と併せて再度リストアップし、優先順位を確認する。

    プロジェクトの目的は機材の供与だけでなく、運営手法を技術移転することによりジョプロジェクトの目的は機材の供与だけでなく、運営手法を技術移転することによりジョ

ルダン側がノウハウを学び、産業界のニーズにあった学院の運営管理が行えるようになルダン側がノウハウを学び、産業界のニーズにあった学院の運営管理が行えるようにな

ることであると、常に強調することが大事である。ることであると、常に強調することが大事である。

((３３)) 諮問委員会の開催諮問委員会の開催

    合同調整委員会（ＪＣＣ）とは別に関係各省、企業等により構成される諮問委員会が合同調整委員会（ＪＣＣ）とは別に関係各省、企業等により構成される諮問委員会が

設置されているが、卒業生の就職等、ＳＴＩの活動に深くかかわっているので、早期の設置されているが、卒業生の就職等、ＳＴＩの活動に深くかかわっているので、早期の
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開催が望まれる。開催が望まれる。

((４４)) 第三国研修第三国研修

    労働大臣はじめジョルダン関係者は、近隣アラブ諸国を対象にした金属、機械加工分労働大臣はじめジョルダン関係者は、近隣アラブ諸国を対象にした金属、機械加工分

野の地域研修をＳＴＩで行うことを強く望んでいる。ジョルダンではすでにコンピュー野の地域研修をＳＴＩで行うことを強く望んでいる。ジョルダンではすでにコンピュー

ター、電力、医療機器の第三国研修を実施しており、高い評価を受けている。ター、電力、医療機器の第三国研修を実施しており、高い評価を受けている。

５－２５－２    今後の課題今後の課題

((１１)) ＳＴＩ独自の訓練計画の策定ＳＴＩ独自の訓練計画の策定

    当面のプロジェクト活動は訓練コースの立ち上げを中心に行われることになるが、主当面のプロジェクト活動は訓練コースの立ち上げを中心に行われることになるが、主

な課題のひとつとして、ＳＴＩ独自の訓練計画の早期作成があげられる。な課題のひとつとして、ＳＴＩ独自の訓練計画の早期作成があげられる。

    プロジェクト開始以降、実際の訓練開始までの準備期間が約２年とされていたが、そプロジェクト開始以降、実際の訓練開始までの準備期間が約２年とされていたが、そ

の間、Ｃ／Ｐ配置の遅れもあり、現在通常のＶＴＣ職業訓練センターで使用されているの間、Ｃ／Ｐ配置の遅れもあり、現在通常のＶＴＣ職業訓練センターで使用されている

カリキュラムに従って作成されたものをＶＴＣ本部に提出したにとどまっている。訓練カリキュラムに従って作成されたものをＶＴＣ本部に提出したにとどまっている。訓練

開始の承認を得るためにＶＴＣ様式によるものが必要であったという経緯もあるが、開始の承認を得るためにＶＴＣ様式によるものが必要であったという経緯もあるが、

ＳＴＩとしては他の訓練校に比べてより技術レベルの高い特色ある訓練を想定しているＳＴＩとしては他の訓練校に比べてより技術レベルの高い特色ある訓練を想定している

ため、独自の訓練計画及びカリキュラムを早急に作成する必要がある。ため、独自の訓練計画及びカリキュラムを早急に作成する必要がある。

    この点について、まだ準備期間ということもあり、また、ＳＴＩに対する高い期待とこの点について、まだ準備期間ということもあり、また、ＳＴＩに対する高い期待と

は裏腹に既存のカリキュラムがすでに存在するという安心感からか、ジョルダン側の認は裏腹に既存のカリキュラムがすでに存在するという安心感からか、ジョルダン側の認

識は不十分であると見受けられたため、調査団からも日本人専門家を含むプロジェクト識は不十分であると見受けられたため、調査団からも日本人専門家を含むプロジェクト

関係者に確認を行い、カリキュラムが完成し次第日本側にも提出するよう依頼した。関係者に確認を行い、カリキュラムが完成し次第日本側にも提出するよう依頼した。

((２２)) 企業等外部機関との連携企業等外部機関との連携

    ＳＴＩの特色づくりのひとつとして、ＶＴＣ傘下の職業訓練校にとどまらない様々なＳＴＩの特色づくりのひとつとして、ＶＴＣ傘下の職業訓練校にとどまらない様々な

外部機関との連携が必要と思われる。外部機関との連携が必要と思われる。

    これまでにも企業ニーズをいかに取り込んでいくかということが、大きな課題のひとこれまでにも企業ニーズをいかに取り込んでいくかということが、大きな課題のひと

つとなっていたが、それらをすべてプロジェクトで行うには限界もあることから、各種つとなっていたが、それらをすべてプロジェクトで行うには限界もあることから、各種

企業、研究機関、コンサルタント等を幅広く活用していくことが望ましい。企業、研究機関、コンサルタント等を幅広く活用していくことが望ましい。

    この点ではジョルダン側も自主的な組織として諮問委員会を設け、ＶＴＣ関係者だけこの点ではジョルダン側も自主的な組織として諮問委員会を設け、ＶＴＣ関係者だけ

でなく、教育省、自治省、大学、民間企業などがメンバーとして加わっている。今回企でなく、教育省、自治省、大学、民間企業などがメンバーとして加わっている。今回企

業訪問した会社もこのメンバーの１企業だったが、企業内研修を会社の都合のように利業訪問した会社もこのメンバーの１企業だったが、企業内研修を会社の都合のように利

用している企業もあるなか、双方にとって効果的な制度を模索するのに熱心な企業であっ用している企業もあるなか、双方にとって効果的な制度を模索するのに熱心な企業であっ

た。これらの関係を活用していくことにより、プロジェクト目標への達成が近づくと思た。これらの関係を活用していくことにより、プロジェクト目標への達成が近づくと思
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われる。われる。

    残念ながら第１回諮問委員会は残念ながら第１回諮問委員会は19981998年年1212月の開催予定が延期された状態となってお月の開催予定が延期された状態となってお

り、早期開始を求めたところ、り、早期開始を求めたところ、19991999年２月には開催されるとのことであった。年２月には開催されるとのことであった。

((３３)) ジョルダン側の将来構想に対するプロジェクトの位置づけジョルダン側の将来構想に対するプロジェクトの位置づけ

    今回のジョルダン側との協議中、また、関係者の表敬の際に、ジョルダン側より、将今回のジョルダン側との協議中、また、関係者の表敬の際に、ジョルダン側より、将

来的にＳＴＩを国内だけでなく、近隣諸国にも裨益するような地域の中核センターにし来的にＳＴＩを国内だけでなく、近隣諸国にも裨益するような地域の中核センターにし

たいとの希望が重ねて述べられた。ＳＴＩでの訓練コースが今後順調に立ち上がり、学たいとの希望が重ねて述べられた。ＳＴＩでの訓練コースが今後順調に立ち上がり、学

院の運営体制が整った延長線上に、発展的にそのような構想が実現するのは歓迎される院の運営体制が整った延長線上に、発展的にそのような構想が実現するのは歓迎される

ことであろう。ことであろう。

    協議の場で調査団側は、第１段階の目標として、現在のプロジェクトの枠のなかで、協議の場で調査団側は、第１段階の目標として、現在のプロジェクトの枠のなかで、

当初の目標をどこまで達成できるか、どれだけの成果を出せるかが次の目標につながる当初の目標をどこまで達成できるか、どれだけの成果を出せるかが次の目標につながる

ことになるので、まずは今回協議された課題、懸案事項について取り組むことにより、ことになるので、まずは今回協議された課題、懸案事項について取り組むことにより、

ＳＴＩの運営を軌道に乗せることが大切である旨、述べた。ＳＴＩの運営を軌道に乗せることが大切である旨、述べた。

    この点については、今後ともジョルダン側から話題にのぼると考えられ、今後のプロこの点については、今後ともジョルダン側から話題にのぼると考えられ、今後のプロ

ジェクトの進捗状況を把握しながら、プロジェクトの仕上がり像を徐々に見極め、具体ジェクトの進捗状況を把握しながら、プロジェクトの仕上がり像を徐々に見極め、具体

化していくことが必要である。化していくことが必要である。

((４４)) 広報活動の積極化広報活動の積極化

    ＳＴＩは工業団地の奥まった場所に位置するため、あまり目立つ施設とはいえない。ＳＴＩは工業団地の奥まった場所に位置するため、あまり目立つ施設とはいえない。

ＳＴＩで実施される各コースの指導側の技術レベルに問題が生じるとは考えられないが、ＳＴＩで実施される各コースの指導側の技術レベルに問題が生じるとは考えられないが、

優秀な受講生を多く集め、金属・機械加工分野の質の高い技術者を育成するためには、優秀な受講生を多く集め、金属・機械加工分野の質の高い技術者を育成するためには、

ＳＴＩの存在をジョルダン国内に広く知らせる必要がある。調査期間中に行われたＳＴＩＳＴＩの存在をジョルダン国内に広く知らせる必要がある。調査期間中に行われたＳＴＩ

施設での機材供与式典とＶＴＣ本部でのミニッツ署名式にはテレビ局や新聞社の取材が施設での機材供与式典とＶＴＣ本部でのミニッツ署名式にはテレビ局や新聞社の取材が

入り、マスコミの力を借りた絶好のＰＲの場となったが、これから先も機会あるごとに、入り、マスコミの力を借りた絶好のＰＲの場となったが、これから先も機会あるごとに、

テレビ、ラジオ、新聞などのメディアの活用、パンフレットの配布、企業や関係機関へテレビ、ラジオ、新聞などのメディアの活用、パンフレットの配布、企業や関係機関へ

の説明会など積極的な広報活動が必要である。現在計画されている広報手段は、ミニッの説明会など積極的な広報活動が必要である。現在計画されている広報手段は、ミニッ

ツツANNEX ANNEX Ⅸに記載した。Ⅸに記載した。
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付　属　資　料付　属　資　料

資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ

資料２　カリキュラム資料２　カリキュラム

　　　　１）長期訓練１）長期訓練

　　　　２）中期訓練２）中期訓練

　　　　３）短期訓練３）短期訓練

資料３　訓練内容計画書資料３　訓練内容計画書
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